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・ 東 海 道 新 幹 線
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40 地 域 学 論 集 第 ３ 巻 第 １ 号（2006）
・ 国及び地方の財
政破綻
・ 小 泉 内 閣 成 立
（05/04）
・ 骨太の方針⇒構
造改革へ
・ 行政合理化，三
位一体改革・郵
政民営化
・ 東京一極集中の加速
・ 大都市と地方との格
差拡大
・ 公共事業抑制
・景気の回復へ
・ 三位一体改革による
地方財政改革
・ 全国総合開発計画の
見直し⇒国土形成法
の制定へ
・ 都市再生・地域再生
法の制定による地方
主体の開発方式の推
進
・ 羽田拡張工事
・ PFIによる新た
な公共施設方式
の適用へ
７. 構造改革期
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注
１ この地域経済からみた構造の地域分類については，様々な組み合わせを分析してみたが，本分類の仕方
がこれまでの地域経済からみた分け方としては適当と判断した。この中で，日本海経済圏に，山口，岩手，
北海道を入れていること，北東経済圏に東山経済圏と言われていた山梨，長野を入れていること，南日本
経済圏に近畿地方である奈良，和歌山を入れていることが今回の特色であるが，数値を分析してみると，
この組み合わせが最も適当であった。そういう意味では，ネーミングは再検討すべきかも知れない。
２ この人口中心地は，全国の人口を居住地単位で加重平均して求めたものである。勿論，この時代に正確
な数値が算出されたわけではないが，一般にこの時代の人口中心地は畿内地方にあったと考えて良いであ
ろう。
３ 現在の100ｔ程度の船が限度であった。
４ これを証明するものは，大黒屋光太夫が現在の三重県からロシアまで流されたこと，ジョン万次郎がア
メリカまで流されたこと等，枚挙に暇がない。
５ 仙台港構築はオランダの技術者がこれに当たったが，波が荒く，オランダ技術者の技術水準の問題もあ
り，明治時代にはさしたる成果を出せなかった。これが戦後東北地方の生産物を運ぶのにネックとなった
ことは否めないであろう。仙台港ができるのは，1960年ごろになって掘割港湾の技術が開発されて以降で
ある。
６ しかし，他方，特に東京から追い出された工場の跡地が後に業務，住宅等の用途に再開発され，これら
都市圏の更なる発展に繋がったことも否定できないであろう。
７ 他方，このテクノポリス地域指定が真に産業構造，国土政策の変化を反映したものであったかどうか疑
問視する向きもある。それは，テクノポリス地域に指定された地域は新産業都市指定地域と重複する地域
が多かったことからも批判される。重厚長大産業をバックとする新産業都市と加工組立型産業をバックと
するテクノポリス地域が重複することに対して基本的な疑問を呈しているものである。
８ 官民共同出資会社のこと。ルーツはフランスのＳＥＭ（混合経済会社）であり，公共と民間との良い点
を混合して公共的事業を推進するために活用された。しかし，その後，官民の経営責任の帰属の曖昧さが
発生して第三セクターの不良債権が多く発生し，隠れたる財政赤字とも言われた。
９ この国土形成法の具体的内容は，形成されるものの内容（インフラ整備か制度設計か，地域コミュニティ
か等），地方の意見と中央の意見との整合性をいかにして取るか，地方の意見をいかにしてくみ上げるかは
今ひとつ明らかでないが，少なくとも，「均衡ある発展」という言葉と「開発」という言葉が劣後に置かれ
たことは間違いないことであろう。
（2006月5月10日受付，2006年5月11日受理）
